
  

資料
1  生活保護

生活保護制度は,憲法第25条に規定する生存権の保障の理念に基づいて国が生活に困窮するすべての国氏
に対し,その困窮の程度に応じ,必要な保護を行ない,その最低限の生活を保障するとともにその自立を助長
することを目的としている。その保障の具体的方法としては,生活,教育,住宅,医療,出産,生業,葬祭の7種の
扶助が行なわれ,医療扶助以外は原則として現金給付によつて行なわれている。以下この制度による最近
の実績を示すと次のとおりである。

第1表 被保護世帯数および扶助別人員

第2表 都道府県別保護人員
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第3表 扶助別保護費
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第4表 世帯人員別にみた被保護世帯数および構成比

第5表 扶助の種類別にみた生活保護開始世帯の理由別構成
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第6表 扶助の種類別にみた生活保護廃止世帯の理由別構成
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第7表 種類別保護施設数および取扱人員
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2  社会福祉
低所得者福祉
(1)  世帯更生資金貸付制度

世帯更生資金貸付制度は,低所得階層の経済的自立と生活意欲の助長育成を図るため,更生資金や生活資金
あるいは修学資金を貸し付ける事業であつて,貸付けは,都道府県社会福祉協議会が行ない,国は都道府県が
社会福祉協議会に交付する額の2/3を補助している。なお,本制度は,創設以来低所得階層のニードに応じ
ろるよう年々制度の整備改善を行なつてきているが,37年度から,新たに災害援護資金を加えて現在資金の
種類は7種類となつた。最近の貸付実績を掲げると次のとおりである。

第8表 世帯更生資金年度・資金種類別貸付状況
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2  社会福祉
低所得者福祉
(2)  心配ごと相談所

心配ごと相談所は,低所得階層のあらゆる生活相談に応じ適切な助言,指導を行なうとともに,相談の内容に
応じて関係機関に連絡などを行なつて問題の早期発見と解決を図つている。この事業は,市町村などの小
地域ごとに民間の自主的活動として市町村社会福祉協議会が全国各地で実施してきているが,国も,事業の
助長育成を図るためその費用の一部を補助している。相談員は,民生委員を中心とし,相談開催は週1回以
上となつているが,最近の設置状況および36年度中における相談取扱状況を掲げると次のとおりである。

第9表 心配ごと相談所設置数

第10表 心配ごと相談所相談取扱件数および百分率
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2  社会福祉
低所得者福祉
(3)  公益質屋

公益質屋は,市町村または社会福祉法人が経営するいわゆる公営の質屋であつて,低所得階層に対する簡易
迅速な庶民金融機関として広く利用されている。民営質屋に比べて公益質屋は,貸付利率(月3分以内)が低
いこと,利息の計算方法が半月計算であること,流質期間(4か月以上)が長いこと,流質物処分残余金は質屋
主に返還されること,などの利点がある。

最近における施設数,事業実績は次のとおりである。

第11表 公益質屋数

第12表 公益質屋貸付状況
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2  社会福祉
低所得者福祉
(4)  消費生活協同組合

消費生活協同組合は,一定の地域または職域を母体とし,消費者としての一般国民が自らの生活の安定と向
上を目ざして組織する自主的な協同体である。経営は組合員の出資金を基礎とし,主な事業内容は,(1) 生
活物資の供給,(2) 理容,美容などの共同利用施設の提供(3) 共済事業(火災,死亡など。)(4) 教育文化事業の
四つである。

最近における事業の実績は次のとおりである。

第13表 消費生活協同組合事業状況
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2  社会福祉
老人福祉

人口構造の変化に伴つてわが国の人口は急激に老齢化をとげつつあるが,この傾向に対処する老人福祉対
策への要請は急激に高まつてきている。現在老人の福祉増進の施策としては,国民年金制度その他の年金
保険制度や公的扶助制度などの所得保障制度のほか,施設の整備などの福祉施策がある。

その1は,被保護者でかつ孤独な老人を収容する養老施設,その2は低所得階層に属する身寄りのない老人を
低額の利用料(月7,000円程度)で収容する軽費老人ホーム,その3が老人が家庭において健全で明るい老後
を営めるよう家庭奉仕員を巡回させる老人家庭奉仕事業,その4が地域老人の福祉の積極的推進を図るため
の老人福祉センターである。このうち,3と4は昭和37年度から国庫補助の対象となつたものである。

以下,これら施設の現状を示すと次のとおりである。

第14表 老人福祉関係施設などの状況
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2  社会福祉
精神薄弱者福祉

精神薄弱者数のは握はきわめて困難であるが,昭和36年10月の精神薄弱者実態調査の結果によると,全国で
約34万人と推計されている。これは人口1,000人当たり5.3人ほどになる。

(注) この推計総数については,今回の調査対象から,年齢15歳6か月未満の者が除かれていること,家族の申
出により調査対象者を把握するという方法によつたこと,一般的にいつて,精神薄弱者については,重度中度
の障害者に比べて,いわゆる軽度の障害者の比率がきわめて大きいとされており,しかも,軽度の者は,精神
薄弱者であるかどうかの判別がむつかしいということを考慮しなければならない。

今回の調査結果から推計される精神薄弱者の全国数は,これまでいわれてきた数とかけはなれているが,以
上の点に留意して取り扱う必要がある。

これらの精神薄弱者の就業状況を見ると,継続して働いている者は全体の38.7%,時々働いている者16.5%
家事の手伝いをしている者19.6%,何もしていない者が,25.3%となつており,このうち就業者について仕事
の内容を見ると,農林,漁業関係51.1%を占め,残りは,単純な雑役が大半である。したがつて稼働収入につい
ては,継続して他家に働いている者の平均をみても月約7,000円にとどまつている。このような精神薄弱者
に対する福祉対策は,35年から行なわれるようになつたが,施策の基本的考え方は,精神薄弱者に対し適切な
指導訓練を行なつて社会生活への適応能力を高めることにある。したがつて具体的には,福祉援護のため
の相談指導を行なうこと,施設に収容して保護を行なうとともに社会的更生に必要な生活上および職業上
の指導を行なうこと,職業的自立更生を図るために,理解ある民間事業主に生活指導職業訓練を委託すると
いういわゆる職親委託の措置などが行なわれている。しかしまだ制度が新しく,施策の充実は今後に期待
するほかはない。以下,最近における実績を示すと次のとおりである。

第15表 精神薄弱者推計数

第16表 精神薄弱者援護施設の施設数および収容定員
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第17表 精神薄弱者援護相談取扱件数
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2  社会福祉
身体障害者福祉

昭和35年の身体障害者実態調査の結果によれば,わが国には約95万人の身体障害者がいると推計されてい
る。100人に1人は身体障害者というわけである。その60.0%が,し体不自由者であり,次いで視覚障害が
23.2%を占めている。また原因別には後天的なものが多く,83.2%に達している,これらの身体障害者に対
するおもな福祉施策を具体的に示すと,(1)更生相談,更生指導および諸種の判定,(2)身体的機能の回復およ
び増進を図るため更生医療の給付,(3)補装具の支給,(4)必要な医学的治療訓練および職業訓練を行なう施
設援護,(5)点字図書館および出版施設の利用などがある。このほか身体障害者雇用促進法によつて国,地方
公共団体などに一定率の身体障害者の雇用を維特すべき義務が課されているとともに,民間事業所につい
ても雇用努力義務を規定して就業の促進を図つていること,その他諸公租の負担軽減措置,公共施設内の売
店優先設置措置などがとられている。以下最近における実績を示すと次のとおりである。

第18表 身体障害者更生援護施設(収容施設)の施設数および収容定員数

第19表 結核回復者後保護施設の施設数および収容定員

第20表 更生医療の給付状況
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第21表 補装具の交付および修理状況
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2  社会福祉
婦人保護

売春防止法は,売春助長行為の処罰と要保護女子の補導処分および保護更生を目的としており,厚生省では,
性行又は環境に照して売春を行なうおそれのある女子の保護更生の分野を担当している。これを担当す
るものとして婦人相談所,婦人相談員,婦人保護施設などがあげられるが最近の実績を示すと次のとおりで
ある。

第22表 婦人相談所および婦人相談員の相談受付および処理件数

第23表 婦人相談所および婦人相談員事項別処理人員

第24表 婦人保護施設および入所人員

厚生白書（昭和37年度版）



第25表 婦人保護施設理由別退所人員および百分率

第26表 婦人更生資金貸付金および被服支給の状況

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和37年度版）



  

資料
2  社会福祉
同和対策

昭和34年4月現在によると,同和地区は30府県,1,225市町村に約4,100地区が分散し,世帯数25万3,000,住民
122万人となつている。これらの地区は住宅が密集し,下水排水などの不備,し尿処理の欠如,上水道の不備,
道路の狭あいといつた悪環境下にある。また,これらの地区の住民の生活程度も低く保護率や小学児童の
長欠率も全国平均の4倍に近い。

現在厚生省では,一般対策事業として隣保館,共同浴場,共同作業場,共同井戸,共同炊事洗たく場,地区道路お
よび下水排水路の整備を行なつており,37年度のモデル対策事業としては,一般事業のほかにじんかい焼却
場,じんかい焼却炉,火葬場,街灯などの整備を実施している。なお,市町村が設置している隣保館について
は,その運営費の一部に対しても国庫補助を行なつている。以下最近の実績を示すと次のとおりである。

第27表 同和対策の事業内容および国庫補助額
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2  社会福祉
災害救助

災害救助法は,災害発生の場合,被災者に対して,(1) 収容施設の供与,(2)食品などの給与,(3)被服寝具などの
給与,(4)医療助産,(5)救出,(6)住宅応急修理,(7)生業資金などの給貸与,(8)学用品の給与,(9)埋葬,(10)死体の
捜索,処理(11)土石などの除去,などを行ない,被災者の保護と社会秩序の保全を期している。救助機関は都
道府県,日本赤十字社などが当たつているが,この費用は,国および都道府県において分担している。以下最
近における災害救助法適用状況を示すと次のとおりである。

第28表 都道府県別災害救助法適用回数および適用市町村延数

第29表 災害救助法適用状況および災害救助費国庫負担状況

第30表 災害救助の実施状況
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2  社会福祉
社会福祉機関その他
(1)  福祉事務所

福祉事務所は,昭和26年以来生活保護法,児童福祉法,身体障害者福祉法(35年より精神薄弱者福祉法を加え
た。)の福祉関係法律をつかさどる第一線現業機関として,地区住民の社会福祉のために幅の広い活動を行
ないつつある。

現在これらの福祉事務所には,事務職員のほか,指導員(現業員の指導監督を行なう。),現業員(前記4法の援
護.育成または更生措置事務を行なう。)身体障害者福祉司,精神薄弱者福祉司,児童福祉司,母子相談員,婦人
相談員などが配置されているが,職員の充足状況は良好とはいえない。以下最近における実績を示すと次
のとおりである。

第31表 福祉事務所数

第32表 福祉事務所職員設置状況
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2  社会福祉
社会福祉機関その他
(2)  民生委員(児童委員)

民生委員(児童委員)は,各市町村の区域の社会福祉を推進するため重要な役割を果たしている。すなわち
区域内の被保護階層はもちろん,生活に困窮している低所得階層について,相談を受け,または必要な援助,
指導を行なうほか,福祉事務所などの業務に対して協力するなど,その職務はきわめて広範囲にわたつてい
る。現在民生委員(児童委員)数は12万7,000人であるが,任期は3年となつており,最近の改選は去る12月1
日に行なわれた。以下民生委員(児童委員)の活動実績を示すと次のとおりである。

第33表 民生委員・児童委員活動状況
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2  社会福祉
社会福祉機関その他
(3)  社会福祉協議会

社会福祉協議会は,地域住民が主体となつて地域の福祉増進を図る場合の拠点として組織されているもの
であつて,基本的単位としては市区町村社会福祉協議会があり,さらにその上に都道府県および全国組織が
確立されている。市町村社会福祉協議会が現在行なつている実践活動のおもなるものは,(1)助け合い資
金,(2)子ども会育成,(3)生活相談所開設,(4)児童遊園設置,(5)季節保育所開設,(6)長欠児対策,(7)内職あつせ
ん,(8)老人クラブ育成,(9)環境衛生対策,(10)生活改善運動,(11)ボランテイア育成,(12)母親クラブ育成,(13)
住民検診協力,(14)家族計画などである。以下最近における結成状況を示すと次のとおりである。

第34表 社会福祉協議会結成状況
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2  社会福祉
社会福祉機関その他
(4)  共同募金

共同募金は,民主社会における社会連帯性の自覚と社会人としての責任を強調する国民たすけあいの運動
であつて,この運動が開始されて以来すでに16年になる。この運動により得られた寄付金は,社会福祉関係
施設の設備の改善や老朽建物の改築と地域社会福祉協議会の育成などのため使用されている。以下最近
における募金実績を示すと次のとおりである。

第35表 共同募金等全国実績

第36表 共同募金の募金方法
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2  社会福祉
社会福祉機関その他
(5)  社会福祉事業振興会

社会福祉事業振興会は,民間社会福祉施設に対し,施設の修理,改造,拡張あるいは整備などに必要な資金を
融通する機関として設置されたものである。すでに設置されて以来8年を経過したが,昭和36年からは,民
間社会福祉施設の職員に対する待遇改善の一環として退職手当金を支給する制度が実現,社会福祉事業振
興会がこの実施機関としての業務を行なつている。以下,このうち貸付事業の最近における実績を示すと,
次のとおりである。

第37表 社会福祉事業振興会における資金貸付状況
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2  社会福祉
引き揚げ者などの状況

海外からの軍人・軍属や在外邦人の引き揚げ者に対しては,上陸地における援護措置はもちろん,定着後に
おいても住宅の確保,応急家財の支給,就職あつせん,更生資金の貸付けなどの措置が行なわれ,また引き揚
げ者や外地死亡の遺族に対しては,引揚者給付金(最高2万8,000円)などが支給されている。しかし,最近の
引き揚げ者は,年間100人前後であつてしかも引き揚げ地は,南朝鮮や中央からがほとんどである。以下引
き揚げ地別に引き揚げ者の推移を示すと次のとおりである。

未帰還者の現況は,37年10月末において未帰還者数1万3,519人となつているが,このうち,帰還者からの情
報,現地からの来信,在外公館による調査などから推定した生存者の数は約5,000人である。

第38表 引き揚げ人員

第39表 未帰還者数
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2  社会福祉
在日朝鮮人の送還

日本赤十字社と北朝鮮赤十字との間で在日朝鮮人の北朝鮮帰還に関する協定が締結されて以来,すでに3年
を経過したが,最近では,帰還申請者も毎月500人前後となり,帰還者数も以下に示すとおり最盛期の1/10以
下に減少している。

第40表 北朝鮮帰還者数の推移
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3  児童福祉と母子福祉
児童福祉機関
(1)  児童相談所

児童相談所は,児童の福祉に関するケースワークの中枢機関であつて,児童に関するすべての相談に応ずる
とともに,児童やその家庭について必要な調査や専門的技術に基づいた判定を行なうほか,一時保護や児童
福祉施設などへの入所措置も行なつている。現在全国に126か所設置されているが最近における相談受付
および処理の実績を示すと次のとおりである。

第41表 児童相談所の経路別受付件数

第42表 児童相談所の相談種類別受付件数

第43表 児童相談所の種類別処理件数
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3  児童福祉と母子福祉
児童福祉機関
(2)  福祉事務所および保健所

児童福祉行政の第1線機関としては,児童相談所以外に福祉事務所と保健所がある。また,このとほか民間
協力者として児童委員(民生委員をもつてあてる。)がいる。

以下最近における福祉事務所の活動状況を示すと次のとおりである。

第44表 福祉事務所種類別処理件数
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3  児童福祉と母子福祉
母と子の健康

母子の健康状態を示す指標には種々のものがある。子について最もよく利用されるのは,乳幼児の死亡率
である。昭和22年ごろと比較すると著しく改善されてはいるものの最近ではやや停帯傾向が見られる。

また,妊産婦の死亡率は施設内分べんなどが多くなつた関係もあつて,かなり改善されてきているが,先進諸
国,たとえば,イギリス,フランス,アメリカなどと比べるとまだ数倍も高率である。

妊産婦と乳幼児に対する保健指導を担当する機関としては,保健所と市町村とがある。そのほか,医療機関
に恵まれない農山村を中心に健康センターも一部地域において設置されて,母子衛生の向上が図られつつ
ある。

なお,施策の内容を具体的にら列すると

(ア) 妊娠届出と母子手張の交付および保健所などによる保健指導の実施

(イ) 妊娠中毒症の重症化の防止のための生活指導

(ウ) 未熟児の養育指導と簡易保育器の貸出しおよび養育医療の給付

(エ) 新生児訪問指導

(オ) 3歳児健康診査の実施

(カ) 家族計画の指導など

以下,これらのうち,最近のおもなる健康状態の指標と母子衛生施策の実績などを示すと次のとおりであ
る。

第45表 1歳から4歳までの主要死因別死亡数および死亡率
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第46表 死因別妊産婦死亡数および死亡率

第47表 医療施設の内外別出生割合

第48表 乳幼児保健指導件数
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第49表 妊産婦保健指導件数

第50表 保健所における妊産婦および乳幼児保健指導件数

第51表 母子健康センターの設置数
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3  児童福祉と母子福祉
児童の健全育成と非行対策

昭和40年以降に若年労働力の減少が見込まれることからしても幼少人口の資質向上は焦びの急とされて
いる。

少年非行の現状をみると,少年刑法犯の検挙は,人員比率とも増加傾向が特に低年齢層において顕著となつ
ており,しかも非行は暴力化し,かつ,中流家庭子女に増加の傾向があつて憂慮すべき事態にある。

また,児童の事故死の状況も1歳から19歳までにあつては,実に死因順位の第1位を占めており,自殺もはな
はだ多い。

このような状況にかんがみ,まず一般の健全育成対策としては

(ア) 児童福祉機関(児童相談所,福祉事務所,児童委員)による相談指導を行なうこと。

(イ) 児童遊園児童館などの児童厚生施設を整備して児童に健全な遊びを与えて健康の増進を図ると
ともに情操を豊かにすること。

(ウ) 地域組織活動(子供会,母親クラブ,児童指導班などの有志組織)に対する助成(国は指導者養成事
業に対し補助)を行なうこと。

(エ) 児童福祉審議会による出版物,映画演劇などの優良文化財の推せんを行なうこと。

一方,非行児童に対する特別対策としては

(ア) 児童相談所による早期発見,早期治療

(イ) 情緒障害児短期治療施設による非行児童の早期治療

(ウ) 非行児童の教護院への収容(保護教育)

などが行なわれている。

以下,これらに関する実績を掲げると次のとおりである。

第52表 少年・成人別刑法犯検挙人員および率(触法少年を含む。)
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第53表 刑法犯少年の生活状態

第54表 児童厚生施設数

第55表 地域児童育成組織の概況
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第56表 不慮の事故死亡数・死亡率・死亡割合および死亡順位

第57表 年齢階級別にみた不慮の事故による死亡数および死亡率

第58表 年齢階級別にみた不慮の事故による死亡割合
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第59表 0歳から14歳までの自動車事故死亡率(自動車10万台当たり)の国際比較

第60表 年齢区分別自殺者(既遂,未遂)因由別分布
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第61表 中央児童福祉審議会推せん文化財
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3  児童福祉と母子福祉
要保護児童に対する施策

両親のない児童や心身に障害のある児童,あるいはあやまちを犯した児童に対する施策としては,

(ア) 児童福祉施設への収容

(イ) 里親あるいは職親(保護受託者)など民間篤志家への委託

(ウ) 障害の治療または除去のための医療や補装具などの交付修理

などが行なわれている。以下,最近におけるこれら施策の実績を示すと次のとおりである。

第62表 児童福祉施設設置状況

第63表 保育所設置数
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第64表 季節保育所設置数

第65表 里親制度の状況

第66表 保護受託者制度の状況

第67表 療育相談延べ件数
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第68表 補装具交付(修理)状況
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3  児童福祉と母子福祉
母子福祉

昭和36年8月に実施した母子世帯実態調査によると,全国の母子世帯数は,103万世帯と推計されている。こ
れは全国世帯の4・4%に当たつている。母子世帯となつた原因は,夫と死別が77.1%,離別が16.8%,その他
が6%となつている。また,これらの母子世帯のうち,約64万世帯は母と19歳未満の児童からなつており,し
かもこの過半数の36万世帯は母と義務教育終了前の児童のみの世帯となつている。さらにこれらの母子
世帯の1か月平均現金実収入をみると,19,218円と一般世帯に比べて低く,保護率も約4倍に達している。

このような母子世帯の福祉向上のための対策として現在行なわれている施策の主なものを列挙すると

(ア) 独立自活の促進を図るための母子福祉資金の貸付

(イ) 母子家庭の相談指導に当たる母子相談員の設置(932名)

(ウ) 公共的施設内における売店などの優先設置(36年度までに売店1,125件とたばこ小売人の指定
3,152件)

(エ) 要保護母子世帯の母子寮への収容

(オ) 母子住宅の建設(36年度までに3,139戸建設)

(カ) 相談指導・技術修得・講習会の開催などにより母子家庭の生活向上を図るための施設である母
子福祉センターの設置(37年度までに10か所)など 

(キ) 母子福祉年金(36年7月現在約19万件)児童扶養手当(37年4月現在約4万34件)などの支給

などが行なわれている。以下母子世帯実態調査の結果の一部と母子福祉資金の貸付状況および,母子寮の
設置などの状況を示すと次のとおりである。

第69表 母子世帯になつた時期と原因別分布
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第70表 本母子世帯の平均実収入額および費目別構成割合

第71表 本母子世帯における母の従業上の地位別構成

第72表 母子福祉貸付状況
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4  年金

年金制度は国民の老齢,廃疾,死亡について必要な給付を行ない,その生活の安定を図ることを目的とするも
のであるが制度のたてかたにより自営業者,農民などを対象とする国民年金と被用者を対象とする年金と
に大別される。

被用者を対象とする公的年金制度としては,厚生年金保険,船員保険,国家公務員共済組合,公共企業体職員
等共済組合,市町村職員共済組合,私立学校教職員共済組合,農林漁業団体職員共済組合,地方公務員年金条
例がある。

第73表 被用者年金制度の適用人員
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4  年金
国民年金

国民年金に加入する対象者は,日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の日本国民であるが,このうち,
公的年金制度に加入している者は除外されており,また,公的年金制度の加入者の配偶者および学生は任意
加入とされている。

拠出制国民年金の給付は,昭和36年4月1日から保険料の納付が開始されたので,37年5月から年金の支給が
一部開始されたばかりである。

福祉年金は,拠出能力がなく,保険料の納付を免除されたため,拠出制年金を受けるに必要な保険料納付期間
が足らない者および国民年金の発足当時すでに老齢,障害などの年金を受ける状態にあつた者に支給され
る。

第74表 性・適用種類別にみた国民年金被保険者数

第75表 福祉年金の支給および支給停止状況

第76表 国民年金の支給状況
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第77表 国民年金収支状況
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4  年金
厚生年金保険

厚生年金保険は,健康保険と同じく常時5人以上の従業員を使用している会社や工場に適用されるもので,
労働者の老齢,廃疾,死亡による労働力の喪失に対して保険給付を行なう制度である

第78表 厚生年金保険の適用状況

第79表 厚生年金保険の年金裁定状況

第80表 厚生年金保険積立金年度別累積状況
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第81表 厚生年金保険の年金受給状況

第82表 厚生年金保険の一時金裁定状況

第83表 厚生年金保険収支状況
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4  年金
船員保険

第84表 船員保険の年金裁定状況

第85表 船員保険の年金受給状況

第86表 船員保険の一時金裁定状況
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4  年金
積立金の還元(特別)融資

拠出制の国民年金および厚生年金保険では,保険料を積み立てて運用し,将来はこの積立金の運用利子によ
つて,年金給付の費用の大半をまかなおうとする積立方式をとつているので,本格的に保険給付が始まるま
でには,ばく大な積立金が蓄積されることになつている。この積立金は,資金運用部に預託され,財政投融資
として公共の目的のために運用されるが,このうち毎年預託金の増加額の25%の範囲において,被保険者の
福祉の向上に直接役だつような施設に還元(特別)融資される。

第87表 厚生年金保険積立金還元融資資金わく

第88表 国民年金特別融資資金わく
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5  医療機関と医薬品
医療機関

医療法によると,病院とは患者20人以上の収容施設を有する施設で医師,歯科医師,薬剤師などの技術者の定
数や構造,設備上の基準が要請されている。診療所とは患者の収容施設を全く有しないか,患者19人以下の
収容施設を有するものであり,一般診療所と歯科診療所に分かれる。

医療機関の数は,全体として年々増加の傾向にあるが,結核療養所,伝染病院は減少の傾向にある。

第89表 種類別病院数

第90表 開設者別病院数
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第91表 種類別病床数

第92表 開設者別病床数
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第93表 病床数別一般病院数

第94表 都道府県別全病床数
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第95表 病床利用率
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第96表 医療保健業における労働争議状況

第97表 一般診療所数および一般診療所の病床数

第98表 歯科診療所数

厚生白書（昭和37年度版）



第99表 薬局数

第100表 薬局における社会保険分処方せん調剤状況
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5  医療機関と医薬品
医療関係者

国民の医療を担当する医療関係者は,医療内容の高度化,専門化が進むにつれて,医療関係業務も専門分化の
傾向にある。

第101表 医療関係者数

第102表 業務の種類別医師数

第103表 業務の種類別歯科医師数
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第104表 業務の種類別薬剤師数
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5  医療機関と医薬品
医療機関整備の財政措置

医療機関整備のための国庫補助は,病床不足地区における公的医療機関整備費補助6,900万円,へき地にお
ける出張診療所2,700万円の設置費の補助,精神病院1億9,000万円,伝染病院隔離病舎7,300万円,国民健康保
険直営診療施設19億4,000万円の施設整備費補助などである。

公的融資の融資ルートは,昭和36年度において厚生年金保険積立金および国民年金積立企の還元融資50億
円,医療金融公庫,70億円,年金福祉事業団23億円,国民金融公庫22億円,地方公共団体の公営企業債病院事業
分2億円,中小企業金融公庫3億円などとなつている。

第105表 経営主体別公的融資額および国庫補助額

第106表 病床不足地区における公的医療機関整備補助状況

第107表 医療金融金庫の貸付状況
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5  医療機関と医薬品
医薬品等

わが国の医薬品等の生産額は,年々著しい増加を示し,昭和36年には遂に2,000億円の大台を突破,また,一方
輸出入額も同様に顕著な増加を遂げつつある。これらの医薬品等の製造,販売業も一部の業態を除いて微
増の傾向を示している。

国民に適正な医薬品を供給することができるようこれらの製造業者,薬局などについて薬事監視員による
監視が行なわれているが,違反発見件数は,ここ数か年間の推移では特に顕著な傾向的変化は見られない。
医薬品のうち,麻薬はきわめて高い治療価値がある反面,乱用する場合はゆゆしい事態に立ち至る。このた
め取り締まりも国際的な規模で行なわれているが,麻薬事犯は,年ごとに増加傾向がみられ,積極的な取り締
まりの強化が図られつつある。毒物,劇物も危害の発生のおそれが大きいが,ことに農作物に使用する有機
燐製剤による事故の発生件数はかなりの数にのぼり適正な取り扱いの指導を要する。

最後に,血液問題についてみると,近代医学の進歩に伴つて,輪血用血液の需要はますます増大の傾向にあ
る。現在これらの輪血用血液は,血液銀行によつて製造される保存血液(採血後凝固,変質しないよう保存さ
れている血液)と供血あつせん業者の手を経て提供される生の血液によつてまかなわれているが,供給の大
半は保存血液によつて占められている。しかし,供血適格率は供血者の固定化などのため低下傾向にあり,
今後の供血対策は、売血から献血方式へと移行せしめる必要がある。

第108表 医薬品薬効大分類別生産額

第109表 主要生物学的製剤生産額
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第110表 医薬品および医療用具輸出入額

第111表 医薬品の生産および輸出入額などの状況

第112表 医療用具の生産および輸出入額などの状況
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第113表 薬事関係業態数

第114表 薬事監視立入検査施行か所数・違反か所数・違反処分・告発件数
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第115表 麻薬事犯取締り状況

第116表 有機燐製剤事故件数

第117表 保存血液製造状況

第118表 供血者に関する状況
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第119表 地域別にみた血液銀行数,製造量比率および採血適格率
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6  医療保険

医療保険は,国民の病気やけがなどの事故について必要な給付を行なうことを目的とするもので,制度とし
ては,被用者とその家族を対象とするいわゆる被用者保険と農民や自営業者などを対象とする国民健康保
険の二つに大別される。被用者保険と呼ばれているものには,健康保健,船員保険,日雇労働者健康保険,国
家公務員共済組合市町村職員共済組合(ただし昭和37年12月1日から地方公務員共済組合法が施行。)公共
企業体職員等共済組合,私立学校教職員共済組合がある。

第120表 医療保障適用人口

第121表 医療保険の制度別適用状況
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6  医療保険
国民健康保険

国民健康保険には被用者保険の対象となる者を除き,特別区や市町村地区の住民は原則として強制的に加
入することになつており,被保険者数は昭和37年4月1日現在で約4,680万人となつている。

国民健康保険事業を行なう保険者には,市町村又は特別区と都道府県知事の認可を受けて同種の事業また
は業務に従事する組合員(300人以上)をもつて組織する国民健康保険組合とがある。

市区町村における国民健康保険の実施状況は,医療機関がないため国民健康保険の実施が困難な地域とし
て認められている奄美大島の二か町村を除き,全市町村において実施されている。

保険給付については当分の間給付を行なわなくてもよいとされている往診,歯科診療の補てつなどがある
が,これらの保険給付の制限は逐次緩和されており,内容の充実化が見られる。

保険の財政は,保険料(税),療養の給付費国庫補助金,財政調整交付金,事務費などに対する国庫補助金,都道
府県の補助金,市町村の一般会計からの繰入金などによつてまかなわれている。財政状況は逐年かなり好
転しつつあるが,昭和36年度における決算において赤字となつている保険者は278となつている。

第122表 国民健康保険の保険者数

第123表 給付範囲制限の状況

厚生白書（昭和37年度版）



第124表 医療給付の給付率の状況
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第125表 国民健康保険の受診率・医療・給付費

第126表 国民健康保険の財政状況
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第127表 被保険者1人当たりおよび1世帯あたり保険料

第128表 被保険者1人当たりの国庫補助金などの額
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6  医療保険
健康保険

健康保険は,常時5人以上の従業員を使用している会社や工場などに適用されるものであるが,健康保険事
業を行う保険者に政府と健康保険組合の2つがある。健康保険組合は被保険者数300人以上(実際には約
1,000人以上)の事業所について設立を認可し,厚生大臣の監督のもとに保険事業の運営を行なうものであ
る。健康保険組合の設立されていない事業数については,政府が保険者となつて保険事業を運営してい
る。

保険給付には,現物給付として行なわれる療養の給付(病院や診療所における診療,薬剤の支給,看護などの
医療サービスの現物給付)と療養費,傷病手当金,分べん費,埋葬料などの現金給付がある。

健康保険においては,法律によつて義務づけられた給付のほかに付加給付の制度があり組合管掌健康保険
の特色の1つとなつている。付加給付として実施されているものには,家族療養付加金,埋葬料付加金,分べ
ん付加金,傷病手当付加金,育児手当付加金などがある。

第129表 政府管掌健康保険被保険者数および被扶養者数

第130表 組合管掌健康保険被保険者数など
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第131表 政府管掌健康保険給付費

第132表 健康保険における受診率

第133表 組合管掌健康保険給付費
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第134表 健康保険における被保険者および被扶養者1人当たり医療給付費

第135表 健康保険における診療1件当たり金額

第136表 政府管掌健康保険収支状況
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第137表 組合管掌健康保険収支状況
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6  医療保険
日雇労働健康保険

日雇労働者健康保険は,臨時に使用される者であつて,日日雇い入れられる者,または2カ月以内の期間を定
めて使用される者,季節的業務に使用される者,臨時的事業の事業所に使用される者などの短期雇用者を対
象とする健康保険制度であつて,保険事業の運営は政府が行なつている。

第138表 日雇労働者健康保険適用状況

第139表 日雇労働者健康保険における受診率

第140表 日雇労働者健康保険における診療1件当たり金額
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第141表 日雇労働者健康保険における被保険者および被扶養者1人当たり医療給付費

第142表 日雇労働者健康保険収支状況
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6  医療保険
船員保険

船員保険は,船員を対象としたわが国唯一の総合保険で,他の医療保険と異なり疾病給付,年金給付,失業給
付をあわせて行なつており,保険事業の運営は政府が行なつている。

第143表 船員保険適用状況

第144表 船員保険における疾病給付決定額

第145表 船員保険における受診率
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第146表 船員保険における被保険者および被扶養者1人当たり医療給付費

第147表 船員保険における診療1件当たり金額

第148表 船員保険における保険料率
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第149表 船員保険収支状況
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7  公衆衛生
各種疾患などの状況

戦後における公衆衛生対策は,着実に成果を上げ,健康水準の向上には著しいものがある。

まず結核についてみると,り患率,死亡率とも漸減の傾向をたどり,特に人口10万対死亡率は29.9と30台を
割るに至つた。しかし,30歳台の死亡では死因の第1位を占めており,また,有病率は,低所得階層において改
善の跡がみられない。しかも,年々新たに結核患者として登録される者の数もかなりの数に及んでいる。
結核に対する具体的施策としては,

(1) 健康診断と予防接種の実施

(2) 患者を社会復帰まで一貫して指導援助する患者管理

(3) 濃厚感染源対策として結核療養所などの命令入所措置

などが行なわれている。一方,結核患者の受療状況をみると,入院および,外来ともむしろ減少の傾向を示
し,病床利用率も,低下しつつある。しかし,医学と治療医薬品の進歩とによつて結核医療費は,増加の推移
をたどつている。

次に,精神障害について,昭和29年の調査によつてみると人口100人中1.5人の精神障害者がいると推計され
ている。その後は,調査が行なわれていないので現在どの程度の数があるかは明確でないが,精神病院数,病
床および在院患者数の推移などからみて,増加しつつあるといえるであろう。これらの精神障害者に対す
る主な施策としては,

(1)措置入院

(2)精神衛生相談所による相談指導

などを行なつているまた,優生上の見地から優生保護法は,優生手術,人工妊娠中絶および受胎調節の三つを
規定している。次に成人病についてみよう。最近の死の動向の特徴としては,結核その他の伝染性疾患に
よる死亡が減少し,これに代わつて中枢神経系の血管損傷,悪性新生物,および心臓の疾患などの壮年期以後
におけるいわゆる成人病といわれる一群の慢性疾患による死亡が増加してきたことである。

成人病対策は,従来の伝染性疾患とは異なつて,成因に未解明な点が多い。したがつて,なによりも,成因の
究明が前提とされなければならない。また,これと並行して,早期発見,早期治療の処置などを講じていくこ
とが必要である。すでに,がんについては国立がんセンターの設置が実現したが,今後さらに成人病全般に
ついて積極的な施策を樹立し急速に充実させる必要があろう。

次に伝染病の推移についてみると,その発生状況は,ましん,インフルエンザといつた疾患を除いては,おお
むね着実に減少しつつある。急性灰白随炎については,予防接種の実施により37年においては著しい減少
をみた。しかし,赤痢は減少の傾向にあるが,なおかなりの発生がみられている。このような伝染病の発生
に対しては,予防接種の励行,衛生管理対策の充実ならびに各種伝染源対策の実施を図かることが必要であ
るが,同時に37年度にみられた南方地域のコレラ発生に対処して採られた海外からの感染源防止のための
検疫業務の充実なども図かつていくことが必要である。
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次に歯が疾患については,健康保持のうえからもゆるがせにできないが,32年の資料によると,男の84パー
セント,女の86パーセントにうしよくがみられることが明らかにされている。歯が疾患対策としては児童
福祉法により乳幼児や妊産婦に対して検診や予防措置あるいは指導が行なわれているほか,36年度から
は,3歳児に対する歯科保健指導を行なつている。最後に,原子爆弾被爆による傷病についてみると,37年3
月末現在原爆者手帳の交付を受けている者は,約24万9,000人となつている。これらの被爆者のうち認定患
者に対しては,現在,治療を全額国庫負担によつて実施しているほか,特別被爆者に対しては,原爆症以上の
医療も国が負担している。

また,原爆症により受療中の低所得者に対しては,医療手当(月2,000円程度)の支給も行なわれている。

以上各種疾患などの状況についてみてきたが,これに関する最近の実績などを示すと次のとおりである。

第150表 公衆衛生の主要指標

第151表 主要公衆衛生事業の状況
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第152表 年齢階級別結核り患率

第153表 年齢階級別結核死亡率
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第154表 登録結核患者全国推計数

第155表 実施義務者別健康診断実施成績
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第156表 命令入所実施状況(法第35条による医療費公費負担)

第157表 病院および診療所の結核患者全国推計数
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第158表 結核病床数と利用率

第159表 国民総医療費と結核医療費の推計
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第160表 診断別在院および退院別精神障害者数

第161表 精神障害の治療効果百分率
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第162表 年度別1日平均在院措置患者数

第163表 精神病床数

第164表 経営主体別単科精神病院数および百分率
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第165表 精神病院病床数の国際比較

第166表 優生手術および人工妊娠中絶実施件数
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第167表 精神障害者入院医療費推計

第168表 年齢階級別死因別順位および死亡数割合
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第169表 主要死因別死亡数および死亡率

第170表 部位別悪性新生物死亡率(人口10万対)および死亡割合の国際比較
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第171表 成人病の死亡率(人口10万対)の国際比較

第172表 疾病別年間患者数および死者数
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第173表 週別ポリオ患者発生件数
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第174表 検疫実施件数

第175表 おもなる申請業務実施件数
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第176表 検疫上の予防接種実施件数

第177表 地域別検疫伝染病発生状況

第178表 居住地別原爆被爆者健康手帳被交付者数
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7  公衆衛生
栄養と体位

国民の食生活は,年々かなり大きな変化を見せているが,これは主として食糧構成の面であつて,栄養摂取量
の面では,ここ数年,あまり目だつた伸びは見られない。一方体位についてみると,ここ十数年来,向上を持
続している。しかし体重においては,停帯ないし減少を示している年齢層などが見られる。

以下,最近におけるこれらの指標を示すと次のとおりである。

第179表 業態別食品摂取状況の比較

第180表 常用勤労者世帯および日雇・家内労働者世帯の食品摂取量の比較(1人1日当たり)
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第181表 食品群別摂取量
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第182表 摂取栄養量

厚生白書（昭和37年度版）



第183表 身長
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第184表
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7  公衆衛生
保健所

保健所の業務には,個別健康相談,集団技術活動(集団検診予防接種および集団治療など),家庭訪問,監視指
導,教育集会,試験検査などがあり,地方の公衆衛生の最も中核的な機関として活動している。昭和37年8月
現在,保健所は全国に802か所であるが,これらは地域や階層などの実情に即するとともに総合性のある運
営を図るため管内の人口密度,産業構成などを勘案して,5つの型別に分類され,それぞれの特殊性に応じた
業務の運営が行なわれている。すなわち,都市の保健所(U型),農山漁村の保健所(R型),両者の中間の保健所
(UR型),人口希薄な地域の保健所(L型),管内の人口がきわめて少く面積の狭い支所型的な保健所(S型)の5つ
である。最近公衆衛生施策の推進に伴つて業務量は,年々増加の一途をたどつているが,職員特に技術職員
の不足は著しい。以下最近における実績などを示すと次のとおりである。

第185表 職種別保健所職員数

第186表 保健所のおもな活動
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第187表 特別清掃地域におけるし尿処理方式別日量
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汚物処理

し尿やごみは,われわれの生活から毎日排出されてくるもので,この汚物処理の問題は,近時都市化の急速な
進展とともに日常の市民生活の切実な問題となつており,国民の健康な生活を維持増進していくためにそ
の衛生的な処分が強く望まれている。

現行の清掃法によると,特別区市および特別清掃地域に指定された町村は,それぞれ地域の住民の排出する
汚物を計画的に収集処分する義務が課せられている。この特別清掃地域における汚物の排出量は,年々増
加してきているが,し尿処理についてみると農村還元および自家処分による処分が減少し消化そうによる
処理が著しく伸びている。ごみ処理についてみると,たい肥による処理の減少が見られるほか,焼却処分な
どの占める割合は余り変わつていない。

第188表 下水道終末処理施設およびし尿処理施設の設置状況

第189表 下水道終末処理施設およびし尿処理施設の国庫補助額および起債額
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第190表 特別清掃地域におけるごみ処理方式別処理日量

第191表 ごみ処理施設に対する国庫補助額および起債額
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水道施設

住民を伝染病から守るとともに,快適な日常生活を送るために,水道の果たす役割はきわめて大きく,水道の
普及率はその地域の生活文化の水準を表わす重要な一つの要素となつている。

昭和36年3月末現在における水道の普及状況をみると,上水道(給水人口が5,000人をこえる水道),簡易水道
(給水人口が100人をこえ5,000人以下の水道)および専用水道の給水普及率は53.4パーセントとなつている
が,このほかに飲料水供給施設による給水人口が約60万人と想定されるので,これらを含めると給水普及率
は,54.1パーセント推定される。

水道施設の財源は,簡易水道は国庫補助(補助率1/2)と起債とにより,上水道は国庫補助はなくもつぱら起債
により主たる資金を捻出している。簡易水道に対する国庫補助は,事業費に対し1/4とされているが,離島
振興法による簡易水道は,事業費に対して4/10とされている。

第192表 水道の普及状況

第193表 上水道認可実績

第194表 水道施設に対する国庫補助額および起債額
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第195表 水道による赤痢の集団発生
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環境衛生関係営業

公衆浴場業,旅館業,美容業などの営業施設は,多数の人が利用するものであるから,その衛生状態を常に良
好に保つことが環境衛生上特に必要である。このため関係業者に一定の基準以上の衛生措置を遵守させ,
あるいは一定の資格者以外は業務に従事することを禁止し,環境衛生上必要な指導および取締りを行なつ
ている。
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公害

工業および交通の発展は,近年めざましいものがあり,大きな経済成長をもたらしているが,その反面,大気
汚染,騒音,水質汚濁,粉じんなどの公害問題は,国民の健康や快適な市民生活をおびやかすに至つており,そ
の対策が強く望まれている。

第196表 営業関係施設種類別,施設数・立入検査件数および測定検査・収去検査件数

第197表 都市別降下媒じん量
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食品衛生

食品衛生は,飲食に起因する衛生上の危害を防止し,安全な食生活を通じて,国民の健康を守ることを目的と
するものである。飲食に起因する衛生上の危害としては,急性的なものとして食中毒の問題があり,慢性的
なものとして食品の添加物の問題が掲げられる。食品の添加物については,厚生大臣がその品目の指定を
行つているが,添加物の毒性のは握は慢性的性格を有するため,きわめて困難な状況である。

輸入食品については,貿易の自由化に伴つて輸入件数は年々増加の傾向にあるが,輸出国の多くは輸出食品
についてなんらの規制を加えてない現状であるので,輸入港における食品衛生監視員の衛生監視業務の充
実が望まれる。

最近における食肉の消費量は,著しく増大しているが,食肉衛生の基本的施設であると畜場の現状は,老朽施
設が多く設備も狭小である。このため,昭和32年にと畜場再建整備10ケ年計画を立てて整備が行なわれて
いるが,その財源措置としては,国庫補助はなく,もつぱら起債によつている。

第198表 食中毒の発生状況

第199表 食中毒病因物質の判明・不明別事件数
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第200表 食品添付物の指定品目件数

第201表 食品輸入件数

第202表 設立主体別と畜場数および起債額
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自然公園と温泉

近年国民の間に自然公園や温泉地にレクリエーシヨンの場を求める気運が強く現われてきており,いまや国民全体の保健,休養を増進させるためにも,これらの整備
促進は重要な課題となつている。

このうち,まず自然公園から見ると,その種類には3種類ある。その1つはわが国の風景を代表する自然の風景地たる国立公園であり,その2はこれに準ずる風景地とし
ての国定公園であり,その3は地方的景観の地である都道府県立自然公園である。

公園行政は,これらの自然公園の保護と,正しい利用の促進とに向けられているが,このために国や地方公共団体が一定の公園計画を樹立し,これに基づいて基本的公
共施設(登山道,避難小屋,野営場など)については国または都道府県が公的資金により整備を行ない,その他の施設(宿泊施設やスキー場など)の整備は,ほとんどが民間
企業によつて行われている。しかし,その結果一般国民の快適な利用が妨げられる面も見られるので,昭和31年からは自然公園をはじめ景勝地,休養地において低廉
かつ快適な宿泊施設を国民宿舎として定め建築費については厚生年金保険積立金および国民年金積立金から還元融資を行なつてこれを助成しているほか,36年度か
らは公園利用の根拠地となる地区で一定の条件を備えた地域を国民休暇村として定め厚生年金および国民年金の還元融資を財源として各種有料施設の整備を行な
うこととなり,36年に設立された財団法人国民休暇村協会にこれら国民休暇村の建設,運営に当らせている。

次に温泉についてみると,現在温泉数は1万2,941を数え利用もまた盛んである。また温泉法の規定に基づいて厚生大臣が指定した保養温泉地は,29年以来全国で26
カ所を数え国民温泉の名で一般に親しまれている。しかし最近は温泉使用量の増大の結果,ゆう出量の減少,温度の低下,泉質の変化などの現象が見られ,これを防止
するための適切な対策が望まれている。以下,自然公園および温泉についての最近の状況を示すと次のとおりである。

第203表 自然公園の現況

第204表 国立・国定公園および保養温泉地利用状況

第205表 地域別温泉数の推移

第206表 厚生年金保険積立金および国民年金積立金還元融資による国民宿舎の設置および利用状況
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第207表 事業の主体および事業の方法別国立公園事業執行状況

第208表 財政投融資使途別分類表

第209表 厚生省所管一般会計歳出予算額
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第210表 国民総医療費
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第211表 国の予算における社会保障関係費など

第212表 主要経済指標
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第213表 死因順位の変動

第214表 厚生省の関係する主要国際機関および国際会議
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第215表厚生省の機構および所掌事務
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